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監査事務所の最⾼責任者からのメッセージ

私たちは、フェイス監査法⼈です。

フェイス監査法⼈は、公認会計⼠としての専⾨性と倫理観を礎に、「信頼される監査」を追求し続け
てまいりました。

企業活動において、財務情報の信頼性は資本市場の健全な発展を⽀える根幹であり、私たちはその社
会的責任を強く認識しています。

近年、経済環境の不確実性が増す中で、企業に求められる説明責任や透明性は⼀層⾼まっています。
こうした変化の中、私たちは「形式を超えた実質的な監査」を実現するため、経営実態の理解を深め、
クライアントとの建設的な対話を重視しています。監査は単なる⼿続に終始するものではなく、「信
頼を創出」し、持続可能な社会に貢献するための重要な機能です。

これからも、私たちは「信頼に応える覚悟」を胸に、変化を恐れず挑戦し続けることで、社会から選
ばれ、必要とされる監査法⼈であり続けたいと考えております。

今後とも、⼀層のご⽀援・ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

法⼈筆頭代表パートナー
公認会計⼠ 中川 俊介

当法⼈は、会計監査の品質の持続的な向上を誠実に希求します。1

当法⼈は、⾼品質な会計監査の実現こそが最優先の達成⽬標であることを明確に宣⾔します。2

当法⼈は、コーポレート・メッセージとして、“監査品質最優先”の理念を繰り返し発出します。3

当法⼈は、当法⼈の“監査品質最優先”の理念の浸透に継続的な措置を講じます。4

MESSAGE

フェイス監査法⼈の理念

We are the Faith Auditing Firm.
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経営⽅針及び監査品質向上に向けた取組について
当法⼈は、監査品質最優先の理念のもとに、法⼈経営を⾏う⽅針です。

私たちの３つの“フェイス”

私たちは、監査品質の維持・向上が何よりも重視されるべき使命であると考えています。

そして、私たちの志向する監査品質は、法令・基準への準拠という“狭義の監査品質”に留まるもので
はありません。私たちが監査法⼈である以上、“狭義の監査品質”を満たすことは当然の前提であるた
めです。

私たちは、⾼い監査品質に裏打ちされた「信頼」に基づく“⽣きた監査品質”を追求します。資本市場
に参加する全てのステークホルダーからの負託に応え、⾼い監査品質に裏打ちされた確かな「信頼」
を、より⾼い監査品質実現のための原動⼒へつなぐとともに、飽くなき監査品質の向上と成⻑を志向
し、公認会計⼠監査に命を吹き込んでまいります。

“Quality for Faith.”の信念のもと、私たちは常に、より⾼い品質の監査をご提案します。

“Quality for Faith.”という信念

私たちは、⼀⼈ひとりが独⽴した職業的専⾨家であることを強く⾃覚し、それぞれが責任の主体、す
なわち当法⼈の“顔”として職務に励んでいます。
それぞれの役職員が全ての業務における“当事者であること”を⾃覚し、責任ある対応を⾏うことこそ
が、私たちへの「信頼」に直結するのだと考えます。

法⼈内での⾵通しの良いディスカッションはもとより、クライアント様とのコミュニケーションにお
いても、全ての役職員が当法⼈の“顔”として、責任ある⼀貫したサービスのご提供をお約束します。

職業的専⾨家としての“顔”の⾒える組織⾵⼟

私たちは、クライアント様との真摯かつ積極的なコミュニケ―ションを⼤切にします。建前ではなく
本⾳で、胸襟を開き、膝を突き合わせ、双⽅向の「信頼」に基づいた良好なリレーションシップを常
に志向してまいります。

本⾳で語り合う、良好なリレーションシップ

監査品質向上に向けた取組及び事務所概要 経営管理の状況等 監査法⼈のガバナンス・コードへの対応
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当法⼈では、監査品質向上に向けた取組の⼀環として、
以下の⾏動指針を組織的に浸透する⽅策を講じています。

当法⼈の法⼈筆頭代表社員は、⾃ら、
当法⼈の理念を達成し得る組織⾵⼟の醸成に努めなければならない。

1

当法⼈の全ての構成員は、当法⼈の理念を⼗分に理解し、
職務にあたらなければならない。

2

3 当法⼈の全ての構成員は、それぞれが当法⼈の当事者たる「顔」であることを強く⾃覚し、
「個」としての⾼い監査能⼒の開発に、「信念」をもって取り組まなければならない。

4 当法⼈の全ての構成員は、全ての局⾯において、当法⼈の理念である“監査品質最優先”を
⾏動指針の最⾼規範として認識するとともに、各⼈の職位や地位を問わず、
双⽅向の⾃由闊達な議論を勧奨する組織⾵⼟の醸成を指向しなければならない。

当法⼈の理念は、当法⼈のウェブサイト（https://faith-audit.or.jp/）において
発信・宣⾔を継続的に実施する。

1

社員会において、繰り返し周知・徹底を図る。2

3 個別の監査業務において、監査チーム内の討議事項として
本指針の内容の周知・徹底を図る旨を要求事項として規定し、実⾏する。

4 品質管理担当責任者は、原則として⽉次の頻度により、当法⼈の全ての構成員に対して、
本指針の周知・徹底を図るメッセージを発出する。

法⼈の理念と⾏動指針を監査事務所内に醸成するための⽅針⼜は⼿続

監査品質向上に向けた取組及び事務所概要 経営管理の状況等 監査法⼈のガバナンス・コードへの対応

⾏動指針
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監査事務所概要

事務所概要

名称 フェイス監査法⼈（Faith Auditing Firm）

沿⾰

事務所所在地 東京都渋⾕区恵⽐寿南3丁⽬1番24号 恵⽐寿⻫信ビル3F

法⼈代表者 法⼈筆頭代表パートナー 中川 俊介

⼈員構成

グローバル
ネットワーク等 該当事項はありません

監査種類別
被監査会社数

当法⼈では、社員以外に所属公認会計⼠等について、職階や職位を設けておりませんので、「職位ごとの⼈員構
成」、「監査に従事するパートナー・マネジャーとスタッフとの⽐率」等は記載しておりません。

2020年12⽉
2022年9⽉
2022年11⽉
2024年2⽉

：設⽴、東京都渋⾕区恵⽐寿南に事務所開設
：準登録事務所名簿登録
：上場会社監査事務所名簿登録
：上場会社等監査⼈名簿登録(登録番号：第3011号)

1. 社員の数

公認会計⼠ 特定社員 合計

６⼈ -⼈ ６⼈

2. 所属公認会計⼠等の数（社員を除く。） （ ）内は⾮常勤

公認会計⼠ その他 合計

14⼈（13⼈） 4⼈（2⼈） 18⼈（15⼈）

ウェブサイト https://faith-audit.or.jp/

監査対象会社の属性別の数

種別
被監査会社等の数

総数 内⼤会社等の数

❶⾦商法・会社法監査 3 3
❷⾦商法監査 - -
❸会社法監査 - -
❹学校法⼈監査 - -
❺労働組合監査 - -
❻その他の法定監査 3 -
❼その他の任意監査 9 -

計 15 3

上場会社等の主な監査対象会社名
㈱ミサワ
㈱ヤマノホールディングス
㈱ラストワンマイル (五⼗⾳順)

https://faith-audit.or.jp/
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品質リスクの評価プロセス
当法⼈は、品質管理システムの⽬的を達成するために、品質⽬標を設定し、品質リスクへの対応の整備及び運⽤の基礎
を提供するために、品質リスクの識別と評価を⾏います。品質⽬標は、ガバナンス及びリーダーシップ、職業倫理及び
独⽴性、契約の新規の締結及び更新、業務の実施、資源、情報と伝達について設定するとともに、特定の対応も含めて
設定します。

監査品質向上に向けた取組及び事務所概要 経営管理の状況等 監査法⼈のガバナンス・コードへの対応

品質管理基盤

品質管理基準に準拠し監査品質を維持向上していくための⽅針

監査事務所及び専⾨要員が、職業的専⾨家としての基準及び適⽤される法令等に従って
⾃らの責任を果たすとともに、当該基準及び法令等に従って監査業務を実施すること

1

監査事務所⼜は監査責任者が状況に応じた適切な監査報告書を発⾏すること2

当法⼈では、品質管理統括パートナーの指揮の下、品質管理基準に準拠し監査品質を維持向上していくため
の⽅針及び体制等を品質管理基盤として整備し、運⽤しています。

また、以下の事項について合理的な保証を提供するため、リスク·アプローチに基づく品質管理システムを整
備し、運⽤しています。

品質管理体制

当法⼈は、業務の品質の管理を⾏う専担者の選任を⾏っており、品質管理統括パートナーが当該専担者とし
て上場会社等の財務書類に係る監査証明業務を公正かつ的確に遂⾏するために必要な業務の品質の管理を実
施しています。当法⼈は、当該専担者を社員会の直下に属するものとする機関設計を採っており、上場会社
等の財務書類に係る監査証明業務を⾏うための部⾨等からの独⽴性を確保しています。

また、当該専担者が実質的に主として業務の品質の管理に従事することができるように、品質管理活動計画
を策定し、当該計画の達成状況を確認する措置を講じています。

品質管理システムのモニタリング及び改善プロセス
当法⼈は、品質管理システムの整備及び運⽤について、関連性及び信頼性が⾼くかつ適時性を有する情報を提供し、不
備が適時に改善されるように、識別された不備に対応する適切な措置を講じることを達成するためにモニタリング及び
改善プロセスを定めています。また、⽇常的なモニタリング（⽇常的監視）と定期的なモニタリング（定期的な検証）
を実施しています。
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品質管理システムの評価
当法⼈は、品質管理システムに関する最⾼責任者である品質管理統括パートナーが、品質管理システムの評価結果に基
づき、品質管理システムが当該システムの⽬的が達成されているという合理的な保証を当法⼈に提供しているか否かを
結論付ける⽅針です。当該評価は、年に⼀度、当法⼈の事業年度末⽇である11⽉30⽇を基準⽇として実施します。
初回の評価を2025年11⽉30⽇を基準⽇として実施することを予定しています。

品質管理システムの概要

当法⼈の定める「職業倫理及び独⽴性に関する規則」に基づき独⽴性及び職業倫理を遵守することを合理的
に確保するために、当法⼈の内規に基づき、「監査⼈の独⽴性チェックリスト（実務ガイダンス）」（⽇本
公認会計⼠協会倫理委員会倫理規則実務ガイダンス第３号）により利害関係の有無を調査するとともに、定
期的に全ての社員及び監査職員から「独⽴性の確認書」を⼊⼿しています。

独⽴性の確認書の⼊⼿率、違反率AQI

⼊⼿率100%、違反率0% (直近事業年度実績)

また、当法⼈は、監査業務の主要な担当者（監査責任者、審査担当者、監査業務の重要な事項について重要
な決定や判断を⾏うその他の者）の⻑期間の関与に関して、⽅針及び⼿続を定めています。⼤会社等の監査
業務については、監査業務の主要な担当者に対して倫理規則等で定める⼀定期間ごとのローテーションを義
務付けています。

ア. 業務に関する職業倫理の遵守及び独⽴性の保持

イ. 業務に係る契約の締結及び更新

当法⼈は、監査業務の質を合理的に確保するため、被監査会社のリスク評価を⾏うとともに、当該監査業務
に適した能⼒及び経験を有する監査実施者の確保の状況、被監査会社との独⽴性、被監査会社の財務状況及
び経営成績、経営者及びガバナンスの状況、内部統制、資⾦調達、ビジネス上の課題、報酬等の監査契約の
新規の締結及び更新の判断に重要な影響を及ぼす事項等を考慮し、当法⼈の内規に基づく承認⼿続を経て、
監査契約の新規の締結及び更新の可否を判断しています。

また、不正リスクを考慮した監査契約締結リスクに適切に対応するために監査契約の新規の締結及び更新の
判断に関する⽅針及び⼿続を定めています。

ウ. 業務を担当する社員その他の者の選任

当法⼈は、職業的専⾨家としての基準及び適⽤される法令等に準拠して業務を実施すること及び当法⼈⼜は監
査責任者が状況に応じた適切な監査報告書を発⾏できるようにすることを達成するために、さらには不正リス
クに適切に対応するために、必要とされる適性、能⼒及び経験並びに求められる職業倫理を備えた⼗分な専⾨
要員を確保するべく、専⾨要員の採⽤、教育・訓練、評価及び選任等の⼈事に関する⽅針及び⼿続を定めてい
ます。



監査品質に関する報告書｜202511

監査品質向上に向けた取組及び事務所概要 経営管理の状況等 監査法⼈のガバナンス・コードへの対応

エ．業務の実施及びその審査

専⾨的な⾒解の問合せi

当法⼈は、専⾨的な⾒解の問合せに関する⽅針及び⼿続を定めています。当法⼈内外において、税務・法務
等について迅速な対応が可能な⼈材を確保し、判断に困難が伴う重要な事項や⾒解が定まっておらず判断が
難しい重要な事項が発⽣した場合あるいは不正による重要な虚偽の表⽰を⽰唆する状況が識別された場合等
には、必要に応じて適切に専⾨的な⾒解の問合せを実施することとしています。また、専⾨的な⾒解の問合
せから得られた⾒解を⼗分に検討し対処することとしています。

また、不正リスク対応基準が適⽤される監査業務について、不正による重要な虚偽表⽰を⽰唆する状況が識
別された場合、⼜は不正による重要な虚偽表⽰の疑義があると判断された場合には、必要に応じ当法⼈内外
の適切な専⾨的知識及び経験等を有する者に問い合わせ、⼊⼿した⾒解を検討することとしています。

監査上の判断の相違の解決ii

当法⼈は、監査チーム内、監査チームと専⾨的な⾒解の問合せの助⾔者との間、⼜は監査責任者と審査担当
者との間の監査上の判断の相違が存在する場合、監査報告書は監査上の判断の相違が解決しない限り発⾏し
ないこととする等、監査上の判断の相違に関する⽅針⼜は⼿続を定めています。

監査証明業務に係る審査iii

当法⼈は、コンカリング・レビュー・パートナー⽅式と会議体⽅式の両⽅式の採⽤により、全ての監査業務
について監査計画並びに監査意⾒形成のための監査業務に係る審査を⾏っています。当法⼈は、審査の内容、
実施時期及び範囲、審査担当者の適格性、審査担当者の客観性、審査の記録及び保存等について⽅針⼜は⼿
続を定めています。

また、不正リスク対応基準が適⽤される監査業務について、審査担当者が審査において評価する重要な事項
や監査チームが⾏った重要な判断には、不正による重要な虚偽表⽰を⽰唆する状況を識別した場合において、
不正による重要な虚偽表⽰の疑義があるかどうかの判断を含むこととしています。不正による重要な虚偽表
⽰の疑義があると判断された場合には、リスク評価及びリスク対応⼿続が妥当であるかどうか、⼊⼿した監
査証拠が⼗分かつ適切であるかどうかについて、検討しなければならないこととしているほか、これに対応
する⼗分かつ適切な経験や職位等の資格を有する審査担当者を選任することとしております。また、不正に
よる重要な虚偽表⽰の疑義の内容や程度に応じて、必要な場合には、追加で審査担当者を選任または社員会
による合議制の審査を実施します。

品質管理システムの概要
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監査品質向上に向けた取組及び事務所概要 経営管理の状況等 監査法⼈のガバナンス・コードへの対応

当法⼈は、監査品質を最優先に考え、職業倫理の遵守状況、能⼒及び権限、⼗分な時間の確保、ローテー
ションの状況等を考慮し、業務を担当する社員及び専⾨職員を選任し、監査リソースの⼗分な確保を⾏った
うえで受嘱の判断を⾏っています。現時点においては、被監査会社数が急激に増加している状況にはありま
せん。

また、中⻑期的にも、当法⼈のリソースに⾒合った健全な持続的成⻑を志向しており、過度に被監査会社等
を増加させる⽅針は採⽤していません。今後、被監査会社数が増加する等の場合には、⼈的資源の拡充等の
措置を適切に講じる⽅針です。

当法⼈は、監査業務に注⼒する⽅針であり、⾮監査業務については原則として⾏わない⽅針です。また、監
査業務の提供先に対する⾮監査業務の提供は原則として⾏いません。現在提供している⾮監査業務の内容は、
監査業務に要する資源に重要な影響が⽣じる可能性のない⼩規模のアドバイザリー業務等です。

監査業務と⾮監査業務の提供状況については、「05.財務基盤」をご参照ください。

外部機関によるモニタリング

⽇本公認会計⼠協会による品質管理レビュー
当法⼈は、2022年11⽉に品質管理レビュー報告書（通常レビュー）の交付を受け、「重要な不備事項のない
実施結果」を受領しています。

受嘱の⽅針

⾮監査業務の提供の⽅針

公認会計⼠・監査審査会（CPAAOB）による検査
該当事項はありません。

外部機関によるモニタリング結果等への対応
⽇本公認会計⼠協会による品質管理レビューにおける改善勧告事項について、根本原因分析を実施した上で、
改善措置を講じています。

その他上場会社等の監査を公正かつ的確に⾏うための体制
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監査品質向上に向けた取組及び事務所概要 経営管理の状況等 監査法⼈のガバナンス・コードへの対応監査品質向上に向けた取組及び事務所概要 経営管理の状況等 監査法⼈のガバナンス・コードへの対応

組織・ガバナンス基盤

組織・ガバナンスに対する基本的な⽅針

当法⼈は、監査品質の維持向上を図る観点から、組織的運営体制の構築や運⽤について、重要な基盤である
ものと認識しています。監査法⼈に期待される公益的役割を達成するために、経営機能の強化や実効性の向
上、透明性の確保等の措置を適切に導⼊していく⽅針です。

組織図と各機関の役割

社員会が最⾼経営意思決定機関です。当法⼈の全ての社員で構成され、当法⼈のガバナンスを統率していま
す。社員会は、原則として⽉次で定時社員会を開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、機動的な意思決
定を⾏うものとしています。

社員会を構成する社員は、それぞれが当法⼈の経営における具体的な役割を分担しています。ガバナンス基
盤の強化の措置として、当法⼈の果たすべき公益的役割に鑑み、第三者の有する知⾒を活⽤する重要性を認
識しており、当該知⾒の活⽤を⾏うために第三者機関であるガバナンス監督・評価機関を設置しています。

ガバナンス監督・評価機関を構成するガバナンス監督・評価委員は、社員会に出席し、必要に応じて有益な
指導、助⾔⼜は提⾔を⾏っています。これにより、経営の実効性の強化を図るとともに透明性の向上を図る
ものとしています。

ガバナンス監督・
評価機関

法⼈筆頭
代表社員

品質管理
統括社員

監査部 総務部 品質管理部

社員会
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監査品質向上に向けた取組及び事務所概要 経営管理の状況等 監査法⼈のガバナンス・コードへの対応

独⽴性を有する第三者の選任(ガバナンス監督・評価委員)

当法⼈は、第三者機関であるガバナンス監督・評価機関としてガバナンス監督・評価委員を選任しています。
ガバナンス監督・評価委員は、当法⼈に対して独⽴性を有する有識者です。

現在ガバナンス監督・評価委員として選任している有識者は、公認会計⼠の有資格者であり、⼤⼿監査法⼈
において⻑年の会計監査実務経験と海外駐在経験を有しているほか、経営⽀援、不正調査、内部統制構築⽀
援、サステナビリティ開⽰制度⽀援ほか多種多様なアドバイザリー業務経験を有しており、監査法⼈という
特殊な法⼈組織に深い造詣を有しています。また、上場会社等の社外役員を歴任しており、ガバナンスに関
する豊富な知⾒と経験を有しています。

当該第三者には、当法⼈の最⾼意思決定機関である社員会に出席し、経営機能・ガバナンスの強化に関して、
必要に応じた適切な指導及び助⾔・提⾔をいただくことを期待しています。これにより、当法⼈の経営の透
明性と健全性を確保するものです。

社員会開催数、社員及びガバナンス監督・評価機関の出席率AQI 

開催回数14回 出席率100％(直近事業年度実績)

ガバナンス・コードの適⽤
当法⼈は、「監査法⼈のガバナンス・コード」を適⽤しています。
詳細は、Appendix「監査法⼈のガバナンス・コードへの対応」をご参照ください。

グローバルネットワークやグループとの関係
当法⼈は、グローバルネットワークとの提携を⾏っておりません。また、グループ法⼈等もありません。
現時点では、グローバルネットワークとの提携等を⾏う具体的な計画はありません。
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監査品質向上に向けた取組及び事務所概要 経営管理の状況等 監査法⼈のガバナンス・コードへの対応監査品質向上に向けた取組及び事務所概要 経営管理の状況等 監査法⼈のガバナンス・コードへの対応

⼈的基盤

職階別の⼈数、常勤・⾮常勤、公認会計⼠（有資格者）の区別

当法⼈は、⼩規模かつ複雑でない組織構成となっていることから、社員以外の構成員に係る職位や職階は設
定しておりません。常勤・⾮常勤の別及び公認会計⼠有資格者とその他の⼈員構成は、以下のとおりです。
当法⼈における上場会社の業務執⾏社員は、全員が10年以上の上場会社の監査実務経験を有し、豊富な経験
及び知識を有しております。

属性 第３期事業年度（2023年11⽉30⽇） 第４期事業年度（2024年11⽉30⽇）
社員 6 6
特定社員 0 0
公認会計⼠（常勤） 1 1
その他（常勤） 1 2
公認会計⼠（⾮常勤） 13 13
その他（⾮常勤） 2 2
合計 23 24

⼈事に関する⽅針

当法⼈は、多様な働き⽅やワークライフバランスを実現するとともに、リモートワーク等の活⽤を進め、時
間や場所に縛られずにチーム全員が適切な情報共有と協働を可能とするためのシステムを導⼊しています。
当法⼈の監査品質最優先の理念に共感し、⾃⼰研鑽を惜しまない⼈材を常時歓迎しております。当法⼈は、
常時、有⼒な⼈材のリクルートを⾏っています。社員による個別のリクルート、当法⼈ウェブサイトからの
応募、その他から私たちの仲間になっていただける⽅を歓迎しております。

採⽤

⽇々の監査業務において専⾨職員により発揮される業務の品質について、担当の社員が正当な評価を⾏うも
のとしています。年次で⼈事考課表により各専⾨職員の業務品質の評価を⾏っており、必要に応じてフィー
ドバックを⾏う等の対応を⾏っています。

⼈事制度、⼈事評価

属性別⼈員構成（単位：⼈）AQI
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監査品質向上に向けた取組及び事務所概要 経営管理の状況等 監査法⼈のガバナンス・コードへの対応

⼈事に関する⽅針

当法⼈は、利益相反や独⽴性等に抵触しない限りにおいて、兼業や副業を認めることとしています。これに
より、当法⼈の業務に限定されない多種多様な実務経験を有する⼈材の確保が期待できるとともに、当法⼈
の⼈的資源の多様性を向上させることにつながるものと考えているためです。

兼業・副業に関する考え⽅

当法⼈は、監査品質の維持向上のための適時適切な研修の提供体制を⾏っています。研修担当パートナーが
年間の研修計画を⽴案し実施しています。なお、インサイダー取引防⽌に関する研修及び犯罪収益移転防⽌
法に関する研修を研修計画に組み込む⽅針としています。構成員の「個」としての⼒を最⼤限に発揮するべ
く「組織」としてのバックアップ体制を重視しています。研修カリキュラムについては、当法⼈の監査業務
における必要性を考慮して編成し、実施しています。

教育訓練

継続的専⾨能⼒開発(CPD)達成率AQI

CPD取得義務達成率：100%

当法⼈では、監査品質を維持し向上させるため、監査責任者が主体的に関与できること及び監査チームメン
バーが⼗分な時間が確保できることを確認したうえで、業務を担当する社員及び専⾨職員を選任しており、
⼈的資源は⼗分確保できている状況です。

リソースの⼗分性の確保
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監査品質向上に向けた取組及び事務所概要 経営管理の状況等 監査法⼈のガバナンス・コードへの対応

IT基盤

デジタル化に対する基本的な⽅針と現状

監査品質向上に向けた取組及び事務所概要 経営管理の状況等 監査法⼈のガバナンス・コードへの対応

当法⼈では、法⼈筆頭代表パートナーを情報セキュリティの最⾼責任者とし、情報セキュリティに関する⽅
針として、「情報セキュリティに関する⽅針書」「情報セキュリティインシデント対応規則」等を定めてお
り、「セキュリティに関するモニタリング規則」ほか、モニタリングに関する規則・規程に基づき、定期的
なモニタリングを実施しています。

情報セキュリティ

当法⼈では、ITに関する専⾨的な知⾒と経験を有する公認会計⼠を採⽤しており、各監査業務のIT関係局⾯に
おいて活⽤しています。

IT専⾨職

今後の具体的な計画とその実⾏のための体制

今後、AI技術等を⽤いた効果的かつ効率的な監査⼿法等について、導⼊に関する検討を進めていく⽅針です。
監査調書の電⼦化については、その必要性を認識しており、今後の導⼊に向け検討中です。
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監査品質向上に向けた取組及び事務所概要 経営管理の状況等 監査法⼈のガバナンス・コードへの対応

財務基盤

財務状況

監査品質向上に向けた取組及び事務所概要 経営管理の状況等 監査法⼈のガバナンス・コードへの対応

当法⼈は、財務⾯からの監査業務の持続可能性を有する財務基盤を確⽴することが重要であると考えていま
す。現時点においては、各種リソースを確保するために必要な財務基盤を有しているものと考えています。

業務収⼊推移 単位：千円 (括弧書きは売上⾼に占める割合)AQI

第1期
2021年11⽉期

第2期
2022年11⽉期

第３期
2023年11⽉期

第４期
2024年11⽉期

売上⾼ 23,588 80,682 126,477 206,567

うち、監査証明業務 14,208
(60.2%)

67,485
(83.6%)

108,300
(85.6%)

199,167
(96.4%)

うち、⾮監査証明業務 9,350
(39.8%)

13,197
(16.4%)

18,177
(14.4%)

7,400
(3.6%)

報酬依存度

現時点（直近の事業年度）において、倫理規則に規定される報酬依存度が15％を超える関与先が1社存在して
おります。会計事務所等の総収⼊のうち、特定の監査業務の依頼⼈に対する報酬依存度が⾼い割合を占める
場合、⾃⼰利益という阻害要因の⽔準に影響を与え、不当なプレッシャーという阻害要因を⽣じさせます。
当法⼈は、阻害要因を識別し、許容可能な⽔準に抑えるためのセーフガードを適⽤するとともに、監査役等
と継続して阻害要因が許容可能な⽔準にあるか否か及びセーフガードに関するコミュニケーションを実施し
ています。報酬依存度の⾼い状態を解消するために⽅策として、⼀定の規模に⾄るまでの収益規模を確保す
る必要があるものと認識しています。健全かつ持続的な組織の成⻑を達成すべく、取り組んでまいります。

報酬依存度AQI

直近事業年度において報酬依存度が15%を超える関与先数：1社
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監査品質向上に向けた取組及び事務所概要 経営管理の状況等 監査法⼈のガバナンス・コードへの対応

国際対応基盤

海外取引、海外⼦会社等の監査に対する現状の体制

監査品質向上に向けた取組及び事務所概要 経営管理の状況等 監査法⼈のガバナンス・コードへの対応

現時点では、海外⼦会社等の監査対象が存在しておりませんが、今後の法⼈運営や監査業務依頼⼈の海外展
開等を⾒据え、多様な⼈材の確保に取り組むとともに、IFRSなどの知識の蓄積に努めております。また、グ
ループ監査が要求される監査業務においては、グループ監査に豊富な経験と知⾒を有するメンバーをアサイ
ンする⽅針としています。

なお、現時点では、グローバルネットワークとの提携等を⾏う具体的な計画はありません。



監査法⼈の
ガバナンス・コードへの
対応
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監査品質向上に向けた取組及び事務所概要 経営管理の状況等 監査法⼈のガバナンス・コードへの対応

当法⼈における「監査法⼈の組織的な運営に関する原則」（監査法⼈のガバナンス・コード）への対応状況は、
以下のとおりです。

No. 原則・指針 コンプライ・オア・エクスプレイン及び対応状況

原則１

監査法⼈は、会計監査を通じて企業の財務情報の信頼性を確保し、資本市場の参加者等の保護
を図り、もって国⺠経済の健全な発展に寄与する公益的な役割を有している。これを果たすた
め、監査法⼈は、法⼈の構成員による⾃由闊達な議論と相互啓発を促し、その能⼒を⼗分に発
揮させ、会計監査の品質を組織として持続的に向上させるべきである。

指針1-1

監査法⼈は、その公益的な役割を認
識し、会計監査の品質の持続的な向
上に向け、法⼈の社員が業務管理体
制の整備にその責務を果たすととも
に、トップ⾃ら及び法⼈の構成員が
それぞれの役割を主体的に果たすよ
う、トップの姿勢を明らかにすべき
である。

当法⼈は、監査法⼈の果たすべき公益的な役割を⾼い
⽔準で遂⾏することが極めて重要であると確信してい
ます。このような監査法⼈の果たすべき役割を果たす
ために、当法⼈は、「監査品質最優先の信念」を表す
“Quality for Faith.”を基本的⾏動指針として定め、内
外に向けて発信を⾏うとともに、当法⼈の全ての構成
員に⼗分に浸透するように、繰り返しメッセージを発
出しています。

当法⼈は、監査品質を最優先とする基本的⾏動指針の
組織的浸透を図るとともに、⾃由闊達な議論と相互啓
発を促すことで、全ての構成員の「個」としての能⼒
を⼗分に発揮させ、以て、「組織」としての持続的な
会計監査の品質の向上を図る⽅針です。

当法⼈では、トップメッセージを含む当法⼈の果たす
べき公益的役割を明⽂化した「法⼈の理念と基本的な
⾏動指針」を制定し、トップの姿勢を明らかにしてい
ます。また、当法⼈のウェブサイトにおいても、トッ
プの姿勢を内外に明らかにしています。

指針1-2

監査法⼈は、法⼈の構成員が共通に
保持すべき価値観を⽰すとともに、
それを実践するための考え⽅や⾏動
の指針を明らかにすべきである。

当法⼈では、毎⽉繰り返し、「法⼈の理念と基本的な
⾏動指針」を全ての構成員に対して周知を⾏っていま
す。

指針1-3

監査法⼈は、法⼈の構成員の⼠気を
⾼め、職業的懐疑⼼や職業的専⾨家
としての能⼒を⼗分に保持・発揮さ
せるよう、適切な動機付けを⾏うべ
きである。

当法⼈では、⼈事考課等において最も重視される要素
は監査品質へのコミットメントであることを明確化し
ています。また、監査業務において実施されるチーム
ディスカッションにおいて、常に職業的懐疑⼼の保持
や職業的専⾨家としての能⼒の発揮を⿎舞しています。
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指針1-4

監査法⼈は、法⼈の構成員が、会計
監査を巡る課題や知⾒、経験を共有
し、積極的に議論を⾏う、開放的な
組織⽂化・⾵⼟を醸成すべきである。

当法⼈では、全ての構成員に対して「法⼈の理念と基
本的な⾏動指針」の周知を繰り返し⾏うとともに、各
監査業務を所管する社員が⾵通しの良いチーム環境を
醸成し、双⽅向のディスカッションを⾏っていくこと
を推奨しています。

指針1-5

監査法⼈は、法⼈の業務における⾮
監査業務 （グループ内を含む。）
の位置づけについての考え⽅に加え
て、利益相反や独⽴性の懸念に対し、
規模・特性等を踏まえて具体的にど
のような姿勢で対応を講じているか
を明らかにすべきである。

また、監査法⼈の構成員に兼業・副
業を認めている場合には、⼈材の育
成・確保に関する考え⽅も含めて、
利益相反や独⽴性の懸念に対して、
どのような対応を講じているか明ら
かにすべきである。

当法⼈は、監査業務に注⼒する⽅針であり、⾮監査業
務については消極的な⽅針です。限定的な場合におい
て⾮監査業務を実施する場合には、監査業務に影響が
ない範囲で実施することとしています。また、独⽴性
に関して、監査業務の提供先に対して⾮監査業務の同
時提供は実施しない⽅針です。

当法⼈は、利益相反や独⽴性等に抵触しない限りにお
いて、兼業や副業を認めることとしています。これに
より、当法⼈の業務のみからでは研鑽できない業域の
知識や経験を構成員が得られることが期待できるもの
と考えています。

指針1-6

監査法⼈がグローバルネットワーク
に加盟している場合や、他の監査法
⼈等との包括的な業務提携等を通じ
てグループ経営を⾏っている場合、
監査法⼈は、グローバルネットワー
クやグループとの関係性や位置づけ
について、どのような在り⽅を念頭
に監査法⼈の運営を⾏っているのか
を明らかにすべきである。

当法⼈は、グローバルネットワークに加盟しておらず、
また、他の法⼈等との業務提携等は⾏っていません。

原則2
監査法⼈は、会計監査の品質の持続的な向上に向けた 法⼈全体の組織的な運営を実現するため、
実効的に経営（マネジメント）機能を発揮すべきである。

指針2-1

監査法⼈は、実効的な経営（マネジ
メント）機関を設け、組織的な運営
が⾏われるようにすべきである。

また、規模・特性等を踏まえて経営
機関を設けないとした場合は、実効
的な経営機能を確保すべきである。

当法⼈は、社員全員で構成される社員会が最⾼意思決
定機関として機能する体制を採っています。社員会を
構成する社員には、それぞれ、当法⼈の組織運営にお
ける役割が割り当てられており、マネジメント機能の
発揮がなされる仕組みとなっています。
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指針2-2

監査法⼈は、会計監査に対する社会
の期待に応え、組織的な運営を確保
するため、以下の事項を含め、重要
な業務運営における経営機関の役割
を明らかにすべきである。

• 監査品質に対する資本市場から
の信頼に⼤きな影響を及ぼし得
るような重要な事項について、
監査法⼈としての適正な判断が
確保されるための組織体制の整
備及び当該体制を活⽤した主体
的な関与

• 監査上のリスクを把握し、これ
に適切に対応するための、経済
環境等のマクロ的な観点を含む
分析や、被監査会社との間での
率直かつ深度ある意⾒交換を⾏
う環境の整備

• 法⼈の構成員の⼠気を⾼め、職
業的専⾨家としての能⼒を保
持・発揮させるための⼈材育成
の環境や⼈事管理・評価等に係
る体制の整備

• 監査に関する業務の効率化及び
企業においてもデジタル化を含
めたテクノロジーが進化するこ
とを踏まえた深度ある監査を実
現するための IT 基盤の実装化
（積極的なテクノロジーの有効
活⽤を含む。）に係る検討･整備

当法⼈では、最⾼意思決定機関である社員会が、会計
監査に対する社会の期待に応え、組織的な運営を確保
するための役割を果たすこととしています。

監査品質に対する資本市場からの信頼に⼤きな影響を
及ぼし得るような重要な事項について、社員会が、監
査法⼈としての適正な判断の確保のために、主体的な
関与を⾏うこととしています。具体的には、不正の疑
いのある重要事項等について、社員会による合議制の
集合審査の実施を必須としているとともに、当法⼈の
品質管理システムにおいて重要な内部規程である「監
査の品質管理規程」等の改正は社員会の決議により⾏
うものとしています。

被監査会社との率直かつ深度ある意⾒交換を⾏うこと
を可能とするために、社員会や監査チームにおける適
時適切なコミュニケーションを実施しています。

法⼈の構成員の⼠気を⾼め、職業的専⾨家としての能
⼒を保持・発揮させるために、法⼈内研修の充実を
図っています。

業務の効率化を達成するためのIT 基盤の実装化につい
ては、継続的に議論を⾏っています。なお、IT 専⾨家
を採⽤しており、各監査業務の IT 関係局⾯において
活⽤しています。

指針2-3

監査法⼈は、経営機能を果たす⼈員
が監査実務に精通しているかを勘案
するだけではなく、法⼈の組織的な
運営のための機能が⼗分に確保され
るよう、経営機能を果たす⼈員を選
任すべきである。

当法⼈は、社員会が経営機能を果たしており、社員の
配置や役割の選定について慎重に検討し、社員会での
承認を得ています。これにより、法⼈の組織的な運営
のための機能が⼗分に確保することのできる組織体制
となっています。

原則3
監査法⼈は、監査法⼈の経営から独⽴した⽴場で経営機能の実効性を監督・評価し、それを通
じて、経営の実効性の発揮を⽀援する機能を確保すべきである。
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指針3-1

監査法⼈は、経営機関等による経営
機能の実効性を監督・評価し、それ
を通じて実効性の発揮を⽀援する機
能を確保するため、監督・評価機関
を 設け、その役割を明らかにすべき
である。

また、規模・特性等を踏まえて 監
督・評価機関を設けないとした場合
は、経営機能の実効性を監督・評価
する機能や、それを通じて実効性の
発揮を⽀援する機能を確保すべきで
ある。

当法⼈は、第三者機関としてガバナンス監督・評価機
関を設置し、法⼈が果たす経営機能の実効性の発揮を
⽀援する機能を確保しています。

ガバナンス監督・評価機関は、当該機関を構成するガ
バナンス監督・評価委員が、社員会に出席し、必要に
応じて指導、助⾔⼜は提⾔を⾏うことで、経営機能の
実効性の向上を果たしています。

指針3-2

監査法⼈は、組織的な運営を確保し、
公益的な役割を果たす観点から、⾃
らが認識する課題等に対応するため、
独⽴性を有する第三者の知⾒を活⽤
すべきである。併せて、当該第三者
に期待する役割や独⽴性に関する考
え⽅を明らかにすべきである。

当法⼈は、第三者機関としてガバナンス監督・評価機
関を設置し、法⼈が果たす経営機能の実効性の発揮を
⽀援する機能を確保しており、第三者の知⾒を適切に
活⽤する⽅針です。

指針3-3

監査法⼈は、監督・評価機関の構成
員⼜は独⽴性を有する第三者につい
て、例えば以下の業務を⾏うことが
期待されることに留意しつつ、その
役割を明らかにすべきである。

• 経営機能の実効性向上に資する
助⾔・提⾔

• 組織的な運営の実効性に関する
評価への関与

• 経営機能を果たす⼈員⼜は独⽴
性を有する第三者の選退任、評
価及び報酬の決定過程への関与

• 法⼈の⼈材育成、⼈事管理・評
価及び報酬に係る⽅針の策定へ
の関与

• 内部及び外部からの通報に関す
る⽅針や⼿続の整備状況や、伝
えられた情報の検証及び活⽤状
況の評価への関与

• 被監査会社、株主その他の資本
市場の参加者等との意⾒交換へ
の関与

当法⼈は、第三者機関であるガバナンス監督・評価機
関について、以下の役割を担当領域として設置してい
ます。

• 経営機能の実効性向上に資する助⾔、指導⼜は提⾔
• 組織的な運営の実効性に関する助⾔、指導⼜は提⾔
• 社員会が担う役割への助⾔、指導⼜は提⾔
• 法⼈の⼈事に関する助⾔、指導⼜は提⾔
• 内部及び外部からの通報に関する⽅針や⼿続の整
備状況や、伝えられた情報の検証及び活⽤状況の
評価

• 被監査会社、株主その他の資本市場の参加者等と
の意⾒交換に関する助⾔、指導⼜は提⾔
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指針3-4

監査法⼈は、監督・評価機関等が、
その機能を実効的に果たすことがで
きるよう、監督・評価機関の構成員
⼜は独⽴性を有する第三者に対し、
適時かつ適切に必要な情報が提供さ
れ、業務遂⾏に当たっての補佐が⾏
われる環境を整備すべきである。

当法⼈は、第三者機関であるガバナンス監督・評価機
関に対して、社員会の議題及び添付資料等を事前に提
供することで、適時かつ適切に必要な情報を提供して
います。

また、ガバナンス監督・評価機関が必要と判断する情
報について、当法⼈に対して開⽰することを求めるこ
とができる権限を付与しています。さらに、必要に応
じて、業務遂⾏に当たっての補佐を求めることができ
るものとしています。

原則4
監査法⼈は、規模・特性等を踏まえ、組織的な運営を実効的に⾏うための業務体制を整備すべ
きである。また、⼈材の育成・確保を強化し、法⼈内及び被監査会社等との間において会計監
査の品質の向上に向けた意⾒交換や議論を積極的に⾏うべきである。

指針4-1

監査法⼈は、経営機関等が監査の現
場からの必要な情報等を適時に共有
するとともに経営機関等の考え⽅を
監査の現場まで浸透させる体制を整
備し、業務運営に活⽤すべきである。

また、法⼈内において会計監査の品
質の向上に向けた意⾒交換や議論を
積極的に⾏うべきである。

当法⼈は、各監査業務を執⾏している社員で構成され
る社員会が最⾼意思決定機関として経営機能を発揮し
ています。当該社員会において、⼈材の確保状況も含
めて、会計監査の品質の向上に向けた意⾒交換や議論
を積極的に⾏っています。また、各社員に対しては、
被監査会社等との間の積極的なディスカッションを推
奨しています。

当法⼈は、各監査業務を執⾏している社員で構成され
る社員会において、監査の現場の重要事項等の共有が
図られる体制となっています。また、各監査現場にお
ける監査チームディスカッションにて活発な議論を⾏
うことを推奨するとともに、建設的な提案・意⾒等を
歓迎し、受け付けた提案・意⾒等は社員会にて共有し
ています。

指針4-2

監査法⼈は、法⼈の構成員の⼠気を
⾼め、職業的専⾨家としての能⼒を
保持・発揮させるために、法⼈にお
ける⼈材育成、⼈事管理・評価及び
報酬に係る⽅針を策定し、運⽤すべ
きである。その際には、法⼈の構成
員が職業的懐疑⼼を適正に発揮した
かが⼗分に評価されるべきである。

当法⼈は、法⼈の構成員の⼠気を⾼め、職業的専⾨家
としての能⼒を保持・発揮させるために、充実した研
修計画の策定や、監査品質が最優先の評価項⽬となる
⼈事評価⽅針を策定し、運⽤しています。
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指針4-3

監査法⼈は、併せて以下の点に留意
すべきである。

• 法⼈のそれぞれの部署において、
職業的懐疑⼼を適切に発揮でき
るよう、幅広い知⾒や経験につ
き、バランスのとれた法⼈の構
成員の配置が⾏われること

• 法⼈の構成員に対し、例えば、
⾮監査業務の経験や事業会社等
への出向などを含め、会計監査
に関連する幅広い知⾒や経験を
獲得する機会が与えられること

• 法⼈の構成員の会計監査に関連す
る幅広い知⾒や経験を、適正に評
価し、計画的に活⽤すること

• 法⼈の構成員が業務と並⾏して
⼗分に能⼒開発に取り組むこと
ができる環境を整備すること

当法⼈は、職業的懐疑⼼を適切に発揮できるよう、幅
広い知⾒や経験につき、バランスのとれた法⼈の構成
員の配置を⾏っております。法⼈の各構成員の有する
得意分野を把握することで、アサイン計画に反映して
います。いわゆる隙間時間において、テレワークも組
み合わせながら、⾃⼰学習を⾏える環境も整えていま
す。

指針4-4

監査法⼈は、被監査会社のCEO・
CFO 等の経営陣幹部及び監査役等と
の間で監査上のリスク等について率
直かつ深度ある意⾒交換を尽くすと
ともに、監査の現場における被監査
会社との間での⼗分な意⾒交換や議
論に留意すべきである。

当法⼈は、被監査会社との率直かつ深度ある意⾒交換
を⾏うことを可能とするために、被監査会社の経営幹
部陣及び監査役等との率直かつ深度あるコミュニケー
ションを推奨しています。

指針4-5

監査法⼈は、内部及び外部からの通報
に関する⽅針や⼿続を整備するととも
にこれを公表し、伝えられた情報を適
切に活⽤すべきである。その際、通報
者が、不利益を被る危険を懸念するこ
とがないよう留意すべきである。

当法⼈は、ホットラインを設置し、内部及び外部から
の通報に対応する窓⼝を整備しています。通報によっ
て、通報者は不利益を被ることはない旨を明⽰してい
ます。

原則5
監査法⼈は、本原則の適⽤状況などについて、資本市場の参加者等が適切に評価できるよう、
⼗分な透明性を確保すべきである。また、組織的な運営の改善に向け、法⼈の取組みに対する
内外の評価を活⽤すべきである。

指針5-1

監査法⼈は、被監査会社、株主、そ
の他の資本市場の参加者等が評価で
きるよう、本原則の適⽤の状況や、
会計監査の品質の向上に向けた取組
みについて、 ⼀般に閲覧可能な⽂書
等で、わかりやすく説明すべきであ
る。

当法⼈は、「監査品質に関する報告書」等のウェブサ
イト等を通じた情報開⽰を⾏うことで、⼗分な透明性
を確保しています。また、「監査法⼈のガバナンス・
コードの適⽤状況」をウェブサイト等を通じた情報開
⽰を⾏うことで、当法⼈の組織的運営の透明性を確保
しています。
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監査品質向上に向けた取組及び事務所概要 経営管理の状況等 監査法⼈のガバナンス・コードへの対応

No. 原則・指針 コンプライ・オア・エクスプレイン及び対応状況

指針5-2

監査法⼈は、品質管理、ガバナンス、
IT・デジタル、⼈材、財務、国際対応
の観点から、規模・特性等を踏まえ、
以下の項⽬について説明すべきである。

• 会計監査の品質の持続的な向上に
向けた、⾃ら及び法⼈の構成員が
それぞれの役割を主体的に果たす
ためのトップの姿勢

• 法⼈の構成員が共通に保持すべき
価値観及びそれを実践するための
考え⽅や⾏動の指針

• 監査法⼈の中⻑期的に⽬指す姿や、
その⽅向性を⽰す監査品質の指標
(AQI：Audit Quality Indicator)⼜
は会計監査の品質の向上に向けた
取組みに関する資本市場の参加者
等による評価に資する情報

• 監査法⼈における品質管理システ
ムの状況

• 経営機関等の構成や役割
• 監督・評価機関等の構成や役割。
独⽴性を有する第三者の選任理由、
役割、貢献及び独⽴性に関する考
え⽅

• 法⼈の業務における⾮監査業務
（グループ内を含む。）の位置づ
けについての考え⽅、利益相反や
独⽴性の懸念への対応

• 監査に関する業務の効率化及び企
業におけるテクノロジーの進化を
踏まえた深度ある監査を実現する
ための IT 基盤の実装化に向けた
対応状況（積極的なテクノロジー
の有効活⽤、不正発⾒、サイバー
セキュリティ対策を含む。）

• 規模・特性等を踏まえた多様かつ
必要な法⼈の構成員の確保状況や、
研修・教育も含めた⼈材育成⽅針

• 特定の被監査会社からの報酬に左
右されない財務基盤が確保されて
いる状況

• 海外⼦会社等を有する被監査会社
の監査への対応状況

• 監督・評価機関等を含め、監査法
⼈が⾏った、監査品質の向上に向
けた取組みの実効性の評価

当法⼈は、「監査品質に関する報告書」において、
品質管理、ガバナンス、 IT・デジタル、⼈材、財務、
国際対応の観点から、透明性向上に資する開⽰を
⾏っています。

独⽴性を有する第三者の独⽴性に関する考え⽅とし
て、「当法⼈の構成員でない独⽴性を有する第三者
であること」を要件としています。当該要件は、会
社法第２条第 16 号の規定を斟酌して解釈するものと
し、社外性を確保することとしています。
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監査品質向上に向けた取組及び事務所概要 経営管理の状況等 監査法⼈のガバナンス・コードへの対応

No. 原則・指針 コンプライ・オア・エクスプレイン及び対応状況

指針5-3

グローバルネットワークに加盟して
いる監査法⼈や、他の法⼈等との包
括的な業務提携等を通じてグループ
経営を⾏っている監査法⼈は、以下
の項⽬について説明すべきである。

• グローバルネットワークやグ
ループの概略及びその組織構造
並びにグローバルネットワーク
やグループの意思決定への監査
法⼈の参画状況

• グローバルネットワークへの加
盟やグループ経営を⾏う意義や
⽬的(会計監査の品質の確保や
その持続的向上に及ぼす利点や
リスクの概略を含む。)

• 会計監査の品質の確保やその持
続的向上に関し、グローバル
ネットワークやグループとの関
係から⽣じるリスクを軽減する
ための対応措置とその評価

• 会計監査の品質の確保やその持
続的向上に重要な影響を及ぼす
グローバルネットワークやグ
ループとの契約等の概要

当法⼈は、グローバルネットワークに加盟している監
査法⼈や、他の法⼈等との包括的な業務提携等を⾏っ
ていないため、該当事項はありません。

指針5-4

監査法⼈は、会計監査の品質の向上
に向けた取組みなどについて、被監
査会社、株主、その他の資本市場の
参加者等との積極的な意⾒交換に努
めるべきである。その際、監督・評
価機関の構成員⼜は独⽴性を有する
第三者の知⾒を活⽤すべきである。

当法⼈は、「監査品質に関する報告書」により、ス
テークホルダーとの対話を促進します。「監査品質に
関する報告書」の内容に関しては、第三者機関である
ガバナンス監督・評価機関の知⾒を活⽤することとし
ています。

指針5-5

監査法⼈は、本原則の適⽤の状況や
監査品質の向上に向けた取組みの実
効性を定期的に評価すべきである。

当法⼈は、本原則の適⽤の状況や監査品質の向上に向
けた取組みについて、当法⼈の事業年度末⽇を基準⽇
として、年次で評価を⾏うこととしています。

指針5-6

監査法⼈は、資本市場の参加者等と
の意⾒交換から得た有益な情報や、
本原則の適⽤の状況などの評価の結
果を、組織的な運営の改善に向け活
⽤すべきである。

当法⼈は、内外から得られた情報や本原則の適⽤の状
況などの評価の結果を、社員会において検討し、必要
に応じて改善に向けて活⽤する⽅針です。
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